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1. はじめに 

 近年，産業界に最も大きな影響をもたらしているのは，

デジタル化の潮流であろう(1)．その有力な技術要因の一つ

である Internet of Things（IoT）は，機械や人間，環境に関

するデータをリアルタイムに収集し，それを解析すること

で有用な情報資源を得ること，あるいはそのための技術群

のことを意味する．IoT により導出された情報資源を利用

することによって，企業は自社が提供する製品やサービス

をスマート化し顧客に新たな便益を提供することや，自社

組織のプロセスを抜本的に改善することが期待でき，様々

な分野で活用が進められている． 
本研究は，IoT の用途として組織プロセスの変革に焦点

を当てる．企業組織内に IoT を導入するにあたり，そのシ

ステムをデザインする際には，センサ，通信，データ解析

等の技術コンポーネントをどのように組み合わせるかとい

った議論がなされることが多い．一方，IoT を通じて実現

されるデジタル化（Digitalization(1)）は，技術的な側面だけ

でなく，組織の制度やルーチンなどの社会的な側面の変化

を伴う，ソシオテクニカルなプロセスである(2)．そのため

望ましいアウトカムを引き出すためには，そこで利用され

る技術だけでなく，制度やルーチンを考慮に入れて最適化

することが必要である．デザインは問題解決である(3)だけ

でなく，人の行動を変化させるものでもある(4)．その意味

で，IoT のデザインの射程は，技術だけでなく，人が論点と

なる社会の側面も含むべきである．しかしながら，このよ

うな観点から IoT のデザインを議論する研究は数少なく，

このことは IoT の導入や成果につながらない要因の一つで

あると推測される． 
本研究の目的は，組織プロセスの変革のために IoT を活

用する際に，どのようなデザインをすることが有効である

かを明らかにすることである．この目的に対して，本稿で

は，金属加工を主業とする中小製造業において実践した

IoT の導入を，技術・社会の両側面のデザインプロセスと

捉えて記述する．そして記述結果から得られた学びを，IoT
デザインの方策としてまとめることで，理論的・実務的示

唆を提供する． 
 

2. 理論的背景 

2.1. IoT のデザインと使用 

 IoT のデザインについて，それに特化した学術的な蓄積

は少なく，一般的な設計・開発方法論に基づいて議論され

ることが多い．例えば，Tomiyama らはスマートな製品やサ

ービスを開発するために，V モデルや QFD 等の工学的設計

手法がどう役立つかを整理している(5)．デジタル化の潮流

を踏まえた新たな方法論としては，原らによるデータ駆動

のサービス構成法が挙げられる(6)．自社・顧客・協力企業

の三者構造を前提に，各々の事業における PDSA サイクル

の連鎖をモデル化し，データに基づく継続的な知識蓄積に

よるシナジーをデザインする．Watanabe らは，これらと同

様に製品・サービスを対象にしながらも，それらの作り込

みだけでなく現場の変革にまで踏み込んだ枠組みを提案し

ている(7)．そこでは Data cycle（データの還流），Ex-system 
design（製品サービス自体の改善），In-system design（使用

現場での知識生成や改善）の 3 サイクルにより，製品・サ

ービスやそのアウトカムが進化していくプロセスが描かれ

ている． 
以上のような枠組みで対象となるのは，一般的なデザイ

ン対象である製品やサービスである．これらは提供者の目

 

文 献

(1) 松本和久, 森川重幸：東洋医学的治療を行うための動

作分析について，日本東洋醫學硏究會誌，3，13-20，
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(2) 観察の条件としては、以下をもとにした。 
1．人、環境、道具、情報との「かかわりあい」の視点

で分析できるように周囲のものも含めて記録すること。 
2．飲んでいる時だけでなく、その前後準備や後片付け、

購入、廃棄などの活動を対象とすること。 
3．動画は、誰か一緒にいる人に撮影してもらう、スタ

ンドや三脚などを使う、使っていない方の手を伸ばして

手撮りする、セルフタイマーを活用するなど、なるべく

自然な状態が撮影できるように工夫すること。 
4．動画は、環境、道具、一緒にいる人、などの状況、

身体の動き、がわかるように考慮して撮影すること。ま

た、必要に応じて事後に、道具などのアップの写真も撮

影すること。 
5．活動そのものの動画が全部は撮影できない場合は、

活動の後や、その痕跡の写真を撮る、活動の再現写真を

撮る、など、できるだけ状況が分かるように工夫するこ

と。 
（蓮池公威, 小林昭世のインターフェイスデザイン「飲

む活動の記録（動画）」授業のプリント） 
立ち上がり動作の観察においては、以下をポイントとし

た。 
観察したシーンで行われた活動を、時系列順に抽出し、

それぞれの活動をする際に、人がどういう行為を行った

か、身体（のどういう部分）をどのように使ったか、環

境（のどういう部分）をどのように利用したか、どのよ

うな道具（のどういう部分）をどのように利用したか、

どのような情報をどのように利用したか。 
観察ポイント： 
・人の「身体面」、「認知・思考面」、「感情面」での変化

を追ってみる。 
・姿勢、身体の変化、使っている身体の部位、作法、し

ぐさなど、を丁寧に見る。 
・感覚器として、五感のどこのあたりが使われているか。

利用している情報は何か、を分析。 
・どのような判断をしているか。考えていること、感じ

ていること（観察からでは分からない、言い切れないこ

ともあるので、仮説も含む。あとでインタビューで確認

する）。 
・行為の前提となっている知識や情報は何か（あとでイ

ンタビューで確認する）。 
（蓮池公威, 小林昭世のインターフェイスデザイン授業の

プリント、2020 年 5 月 4 日） 
(3) 三好圭, 他：立ち上がり動作後における重心動揺の動

揺面積と周波数特性に関する加齢の影響，身体教育医

学研究，6（1），11-19，2005 
(4) 高井逸史, 他：加齢による姿勢変化と姿勢制御(高齢者

居住研究会特集), 日本生理人類学会誌，6（2）,11-16，
2001 
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線から，顧客にとっての価値を考慮しながらデザインされ

る．一方，本研究の対象とする組織プロセスの変革を目的

とした IoT 導入に焦点を当てたデザインの方法やプロセス

は十分に議論されていない．製品やサービスをデザインす

る場合との大きな違いは，デザインの対象が広範に渡るこ

とである．企業が IoT を導入する場合，システムを専用開

発するか，既成サービスを使うかによってデザインの範囲

は異なるし，部分的にそれらを組み合わせるような選択肢

もある．さらに，システムの機能や構成だけでなく，それ

をどのように使うか，またそのために社内のプロセスや制

度をどう作り変えるかも考えなければならない．それらは，

提供者目線でデザインする場合ならば顧客の領域にあり，

基本的にデザインの対象となることはない．しかし，自社

組織に導入する場合，むしろそちらの比重が大きいと考え

られる．そのため，本研究では，この目的に特化したデザ

インの方策を論じることは意義があると考える． 
 
2.2. ソシオテクニカルアプローチ 

 社会と技術の両側面から対象を見るソシオテクニカルな

観点は，様々な要因が複雑に絡み合ったマクロな社会問題

を取り扱う政策学やイノベーション論(8)，あるいは組織に

おける情報システム（IS）の役割や効果を論じる IS 研究や

組織論(9)において蓄積がある．本研究の目的を鑑みて，こ

こでは後者に絞ってレビューを行う． 
IS 研究におけるソシオテクニカルアプローチは，IS が企

業組織の実践を一方的に決定するという決定論へのアンチ

テーゼとして提出された(9)．その特徴は，社会コンポーネ

ント（組織，制度，ルーチン，コミュニケーション，スキ

ル等）と，技術コンポーネント（IS やその他の物質的環境）

の間に相互作用があることを前提とし，それらの調和的な

最適化を目指すことにある(9)．これにより達成されるアウ

トカムもまた，パフォーマンスや経済性といった道具的な

もの（技術）と，従業員満足度やワークライフの質といっ

た人間的なもの（社会）に分類される(9)． 
技術と社会の相互作用については，Orlikowski のモデル

(10)が広く引用されている．Giddens の構造化理論(11)に基づ

き，人間と技術そして制度が次のように関係づけられる：

(a) 技術は人間の行為によりデザインされ保守され調整さ

れる（人間→技術），(b) 技術は人間の行為の媒体としてそ

れを促進／制約する（技術→人間），(c) 人間の行為は制度

的特性によって促進／制約される（制度→人間），(d) 人間

と技術の相互行為による帰結として制度的特性が変化する

（技術→制度）．このモデルにおいて，人と技術の相互作用

には，デザインモード（技術を構成し固定化する段階）と

使用モード（技術が固定的な構造として利用される段階）

があるが，使用の過程で新たな使い方が生まれることがあ

るように，それらは現実的には絡み合っている． 
上記モデルにおいて Orlikowski は，エージェンシー（目

的を形成し遂行する能力）は人間に固有のものであること

を前提としていた．しかし近年では，技術もまたエージェ

ンシーをもつことができ，それゆえエージェンシーは人間

と技術の間を流動するものであると見方を変えている(12)．

このように人間を脱中心化するパラダイムはソシオマテリ

アリティ（社会物質性）(12)~(13)と呼ばれ，熱心な議論を呼ん

でいる．その提唱者の一人である Leonardi は，人間と技術

が重層的にエージェンシーを発揮し，そのアウトプットと

して技術やルーチンが変化していく構造を描いている(13)．

さらに Hultin & Mähring は，こうした技術やルーチンの変

化と制度的論理（社会的・歴史的に構築された実践のパタ

ーンであり，組織のもつ仮定や信念，価値等）との相互作

用をモデル化した(14)．具体的には，ソシオマテリアルな実

践により生まれた技術やルーチンの変化に意味づけがなさ

れ，組織全体に定着し，最終的には制度的論理を変化させ

ること，また制度的論理はエージェンシーに影響し，どの

ような関心が生まれるかを変化させることの二つを提案し

ている．以上のようなソシオマテリアリティの議論は，技

術と人の相互作用を，独立したもの同士が互いに影響し合

うというソシオテクニカルな見方から，それぞれが絡み合

って実践を創り出すという見方にシフトさせるものである． 
 
2.3. 分析のための枠組み 

 以上のようにソシオテクニカル／ソシオマテリアルな観

点のもと，IS 研究では，人と技術の複雑な相互作用やその

アウトプットを説明する理論・モデルが構築されてきた．

本研究では，主に Hultin & Mähring のモデル(14)を参考に，

次のような枠組みを構成し，デザインプロセスを分析する

ために用いる． 
まず，デザインの対象を技術，使用，ルーチンの 3 つに

区分する．ここではデザインを，技術・使用・ルーチンの

変化を創り出す行為と捉える．技術のデザインは，IoT や

その他の技術要素の機能を設計し実装することを指す．こ

れにより技術が変化する．ルーチンのデザインは，生産作

業の方法や手順を設計し習慣化することを指す（標準的な

ものだけでなく個人的なものも含む）．これによりルーチン

が変化する．それらの間に位置するのが使用のデザインで

ある．技術にもルーチンにも関連するが，IoT に関連する

技術の使用方法を考案し習慣化することを指す．これによ

り技術の使用ルーチンが変化する．このようにデザインと

変化は表裏であるが，デザインにおいて意図された変化が

達成されるとは限らず，当初の意図とは異なる変化が生じ

ることもある． 
これら技術・使用・ルーチンのデザインは，組織を特徴

づける制度的論理の影響のもとで，人や技術のエージェン

シーによって駆動され実践される．またデザインの結果生

まれた技術・使用・ルーチンの変化により，新たな制度的

論理や次なる変化を追求するエージェンシーが立ち現れる

ため相互作用的な関係にある． 

 
Fig.1 分析のためのフレームワーク 

制度的論理

エージェンシー

使用技術 ルーチン

... のデザイン

... の変化
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本研究では，このような枠組みを用いて，実際のデザイ

ンプロセスを分析し記述する．技術とルーチンの間に使用

を括り出した点に特徴があるが，それには二つの理由があ

る．一つ目は，前述した通り，自社組織へのシステム導入

においては，その使用方法のデザインが大きなウェイトを

占めるためである．二つ目は，IoT の特性にある．IoT は組

織のあり様をさまざまな粒度の情報という形で映す“鏡”

として機能する．“鏡”をどのように使うか（使用のデザイ

ン）だけでは，最終的な成果にはつながらない．“鏡”を使

って組織プロセスをどのように変えるかという異なる実践

（ルーチンのデザイン）が必要である．前者の段階では，

技術はまだ固定化されていないが，後者の段階では，既に

固定化された技術を使用するだけであるという違いもある．

以上のことから，本研究では，技術とルーチンの間に使用

を置き，そのデザインや変化を注視する． 
 

3. 研究方法 

3.1.アクションデザイン・リサーチ 

本研究が焦点を当てる IoT 導入の目的は，組織プロセス

の変革であった．組織の変化を研究するための方法論とし

てアクションリサーチが知られている(15)．アクションリサ

ーチは，ある組織やコミュニティの問題状況を改善するた

めに，研究者自身が一人の当事者として参画し介入（アク

ション）しながら，その経験を通して知識を創造する研究

態度である．近年では，問題解決のためにシステムの構築・

評価を行うデザインリサーチ(16)と合流し，アクションデザ

イン・リサーチ（ADR）と呼ばれる方法が提案されている
(17) ~(18)．ADR は，情報システムのデザイン（技術や使用な

ど狭義のデザイン）と組織的なアクション（使用やルーチ

ンなど広義のデザイン）を相補的に実践し，そこからの学

びを抽出する．ADR の手順は，(1) 問題の定式化，(2) 構
築・介入・評価，(3) 内省と学習，(4) 学びの形式化である
(17)．本研究では，研究目的および分析枠組みとの合致から，

この ADR を採用し，次のようなプロジェクトにおいて研

究を実施した． 
 

3.2. 対象プロジェクト 

本稿で取り上げるのは，東京都立産業技術研究センター

（都産技研）と株式会社名取製作所が共同で実施してきた

IoT 導入のプロジェクトである．名取製作所は，埼玉県久

喜市に工場を置く中小製造企業である．金属部品の 3 次元

加工（穴あけ，ねじり，ひねり）の高度な技術を強みとし，

ワイパーアーム等の自動車部品やスポーツ用義肢を生産し

ている．生産品の大部分を占める自動車部品は，いわゆる

多品種少量生産が求められる．高頻度で供給が望まれる品

番から，年に数回だけ発注が入る品番まで様々であり，そ

れらを短いリードタイムで納入するために柔軟な生産が求

められる． 
プロジェクトの実施期間は約 2 年半であり，2018 年 10

月～2019 年 9 月の第 1 期と，2020 年 2 月～2021 年 3 月の

第 2 期，それらの間に振り返りと新たな問題設定を行う期

間があった．同社からプロジェクトに参加したのは，経営

者と生産技術・経営企画の担当者（以下，担当者と略記）

である．また，都産技研の研究者はそれぞれの専門知識や

実務経験を活かしながら，第 1 期は助言を中心に，第 2 期

はデータ解析やシステム開発の一部を中心に支援者として

参画した．また第 1 期には，システム開発を専門とする企

業（本稿では A 社とする）も支援者として参画した． 
第 1 期序盤は，名取製作所が提示した目的をもとに実施

内容や計画を明確化することに時間が割かれた（「(1) 問題

の定式化」に該当）．2 年半の活動を通じて，IoT システム

やその使用方法のデザイン，また実際にそれを使用した作

業手順や環境の改善を実施し，いくつかの顕著なアウトカ

ムが得られた（「(2) 構築・介入・評価」）．計画した内容の

すべてが予定通りの成果を得たわけではなく，本プロジェ

クトがデジタル化の「成功事例」と言えるかどうかを客観

的に判断できないが，中小製造業における IoT 導入の一例

として豊かな文脈を提供する点で価値がある．そして，そ

の点こそが ADR の成果として重要である． 
 
3.3. 研究データと分析方法 

アクションリサーチの妥当性を高めるためには，複数の

データソースを多角的に分析することが有用である(15)．本

研究では，2 年半の活動の過程で蓄積した文書（計画書や

報告書，会議録，電子メール，電子ファイル）に加えて，

当事者への個別の回顧的インタビュー（2021 年 5 月実施，

聞き手：第 1 著者，話し手：第 2～5 著者，それぞれ 45 分

程度）の書き起こしを，分析対象データとした． 
分析対象データの整備に際して，まず，収集した文書を

時系列に並べ定性的に分析し，プロジェクト中に行ったデ

ザイン（アクションを含む）の年表を作成した．そして，

年表を見ながら回顧的インタビューを実施し，各当事者の

認識や文書に記録されていなかった出来事に関するデータ

を得た（「(3) 内省と学習」，インタビュー以外にも期ごとの

報告書作成など，(3)に該当する機会があった）． 
データ分析は，年表上に整理された 4 つのライン（デザ

インの連鎖）(19)に，Fig.1 にまとめた要素をそれぞれ対応付

け，全体的な推移や個別のエピソードを定性的に振り返る

ことにより実施した．これにより得られた学びを，中小製

造業における IoT デザインという観点から考察し直すこと

で，一般化しうる示唆を得た（「(4) 学びの一般化」）． 
 

4. デザインプロセスの記述結果 

4.1. デザインプロセスの推移 

上述した年表を，2.3 節で構成した分析の枠組みをもとに

再構成したものを Fig. 2 に示す．全体のデザインプロセス

は，四つのラインからなる．データの収集を目的として実

施されたのは，プレス機の生産データの収集，品質のばら

つき要因を検討するためのオペレーションデータの収集， 
異なるデータソースとしてカメラの導入の三つである．加

えて，もう一つの長大なラインに，収集したデータを活用

するための見える化システムの開発と使用がある．以下で

は，本プロジェクトにおける IoT 導入の目的を述べたうえ

で，各ラインについてどのようなプロセスで，技術・使用・

ルーチンのデザインが進んでいったかを記述する． 
 

4.2. IoT 導入の目的 

IoT の導入にあたり，名取製作所が提案した目的は以下

 

線から，顧客にとっての価値を考慮しながらデザインされ

る．一方，本研究の対象とする組織プロセスの変革を目的

とした IoT 導入に焦点を当てたデザインの方法やプロセス

は十分に議論されていない．製品やサービスをデザインす

る場合との大きな違いは，デザインの対象が広範に渡るこ

とである．企業が IoT を導入する場合，システムを専用開

発するか，既成サービスを使うかによってデザインの範囲

は異なるし，部分的にそれらを組み合わせるような選択肢

もある．さらに，システムの機能や構成だけでなく，それ

をどのように使うか，またそのために社内のプロセスや制

度をどう作り変えるかも考えなければならない．それらは，

提供者目線でデザインする場合ならば顧客の領域にあり，

基本的にデザインの対象となることはない．しかし，自社

組織に導入する場合，むしろそちらの比重が大きいと考え

られる．そのため，本研究では，この目的に特化したデザ

インの方策を論じることは意義があると考える． 
 
2.2. ソシオテクニカルアプローチ 

 社会と技術の両側面から対象を見るソシオテクニカルな

観点は，様々な要因が複雑に絡み合ったマクロな社会問題

を取り扱う政策学やイノベーション論(8)，あるいは組織に

おける情報システム（IS）の役割や効果を論じる IS 研究や

組織論(9)において蓄積がある．本研究の目的を鑑みて，こ

こでは後者に絞ってレビューを行う． 
IS 研究におけるソシオテクニカルアプローチは，IS が企

業組織の実践を一方的に決定するという決定論へのアンチ

テーゼとして提出された(9)．その特徴は，社会コンポーネ

ント（組織，制度，ルーチン，コミュニケーション，スキ

ル等）と，技術コンポーネント（IS やその他の物質的環境）

の間に相互作用があることを前提とし，それらの調和的な

最適化を目指すことにある(9)．これにより達成されるアウ

トカムもまた，パフォーマンスや経済性といった道具的な

もの（技術）と，従業員満足度やワークライフの質といっ

た人間的なもの（社会）に分類される(9)． 
技術と社会の相互作用については，Orlikowski のモデル

(10)が広く引用されている．Giddens の構造化理論(11)に基づ

き，人間と技術そして制度が次のように関係づけられる：

(a) 技術は人間の行為によりデザインされ保守され調整さ

れる（人間→技術），(b) 技術は人間の行為の媒体としてそ

れを促進／制約する（技術→人間），(c) 人間の行為は制度

的特性によって促進／制約される（制度→人間），(d) 人間

と技術の相互行為による帰結として制度的特性が変化する

（技術→制度）．このモデルにおいて，人と技術の相互作用

には，デザインモード（技術を構成し固定化する段階）と

使用モード（技術が固定的な構造として利用される段階）

があるが，使用の過程で新たな使い方が生まれることがあ

るように，それらは現実的には絡み合っている． 
上記モデルにおいて Orlikowski は，エージェンシー（目

的を形成し遂行する能力）は人間に固有のものであること

を前提としていた．しかし近年では，技術もまたエージェ

ンシーをもつことができ，それゆえエージェンシーは人間

と技術の間を流動するものであると見方を変えている(12)．

このように人間を脱中心化するパラダイムはソシオマテリ

アリティ（社会物質性）(12)~(13)と呼ばれ，熱心な議論を呼ん

でいる．その提唱者の一人である Leonardi は，人間と技術

が重層的にエージェンシーを発揮し，そのアウトプットと

して技術やルーチンが変化していく構造を描いている(13)．

さらに Hultin & Mähring は，こうした技術やルーチンの変

化と制度的論理（社会的・歴史的に構築された実践のパタ

ーンであり，組織のもつ仮定や信念，価値等）との相互作

用をモデル化した(14)．具体的には，ソシオマテリアルな実

践により生まれた技術やルーチンの変化に意味づけがなさ

れ，組織全体に定着し，最終的には制度的論理を変化させ

ること，また制度的論理はエージェンシーに影響し，どの

ような関心が生まれるかを変化させることの二つを提案し

ている．以上のようなソシオマテリアリティの議論は，技

術と人の相互作用を，独立したもの同士が互いに影響し合

うというソシオテクニカルな見方から，それぞれが絡み合

って実践を創り出すという見方にシフトさせるものである． 
 
2.3. 分析のための枠組み 

 以上のようにソシオテクニカル／ソシオマテリアルな観

点のもと，IS 研究では，人と技術の複雑な相互作用やその

アウトプットを説明する理論・モデルが構築されてきた．

本研究では，主に Hultin & Mähring のモデル(14)を参考に，

次のような枠組みを構成し，デザインプロセスを分析する

ために用いる． 
まず，デザインの対象を技術，使用，ルーチンの 3 つに

区分する．ここではデザインを，技術・使用・ルーチンの

変化を創り出す行為と捉える．技術のデザインは，IoT や

その他の技術要素の機能を設計し実装することを指す．こ

れにより技術が変化する．ルーチンのデザインは，生産作

業の方法や手順を設計し習慣化することを指す（標準的な

ものだけでなく個人的なものも含む）．これによりルーチン

が変化する．それらの間に位置するのが使用のデザインで

ある．技術にもルーチンにも関連するが，IoT に関連する

技術の使用方法を考案し習慣化することを指す．これによ

り技術の使用ルーチンが変化する．このようにデザインと

変化は表裏であるが，デザインにおいて意図された変化が

達成されるとは限らず，当初の意図とは異なる変化が生じ

ることもある． 
これら技術・使用・ルーチンのデザインは，組織を特徴

づける制度的論理の影響のもとで，人や技術のエージェン

シーによって駆動され実践される．またデザインの結果生

まれた技術・使用・ルーチンの変化により，新たな制度的

論理や次なる変化を追求するエージェンシーが立ち現れる

ため相互作用的な関係にある． 

 
Fig.1 分析のためのフレームワーク 

制度的論理

エージェンシー

使用技術 ルーチン

... のデザイン
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の二つであった．一つ目は品質の向上である．同社の生産

ラインには一部ロボットが導入されているものの，大きな

割合を占めるのは，プレス機を用いた人手での加工である．

不良発生や生産性低下の原因究明において，生産のばらつ

き（人，機械，金型等）に起因するという仮説をもってい

たが，それを正確に検証する手段がなかった．同社はその

ような背景から IoT に関心をもった．二つ目は，従業員の

モチベーションの向上である．こうしたデジタル化やプロ

セス改善の取り組みは，仕事ぶりの監視につながったり，

マイナスの部分ばかりがクローズアップされたりと，従業

員の意欲や信頼を損ねることも多い．そのため，同社は，

各従業員の悪いところ（改善点）を探すだけでなく，いい

ところ探しを行い，適正に評価するために IoT を活用した

いという意図を持っていた． 
プロジェクト開始前は，デジタル技術の活用はほとんど

進んでいなかったが，これらの目的に沿う下地があった．

品質向上については，アナログの作業日報をもとにデータ

を作りトップダウンで改善活動を行ったり，ボトムアップ

で気づきを収集する改善提案を行ったりと，継続的な改善

が組織の制度的論理として根付いていた．また，そうした

改善活動は，単に生産性を上げるためだけでなく，従業員

を適正に評価し動機づけするという目的でも行われていた．

その意味で，本プロジェクトは，既に組織の論理として定

着したものを，IoT により客観的かつ正確なやり方に変え

ていくものであったと言える． 
 

4.3. ライン 1：生産データの収集 

同社の生産現場には，30 台前後のプレス機がある．複数

の異なる機種が混在しており，各プレス機を動かす PLC 
（Programable Logic Controller）も様々である．第 1 期の序

盤には，有線 LAN が敷設され，複数の PLC から生産デー

タを収集するために，タッチパネルのプログラミングが試

みられた．しかし，他所で実績があったにも関わらず，そ

の機能実装は難航した．そのタイミングで，あるメーカか

ら，機種の異なる PLC と通信しデータを集約できる機能を

もつ PLC が発売になった．それを導入し親 PLC とするこ

とで，上記の問題が解決し，データを収集することが可能

になった（Fig.2 a）．以後は安定的に稼働し，生産データの

収集が新たな実践として定着した．日常的な実践において

は，人が介在することなく PLC がエージェンシーをもち，

データを収集しサーバに蓄積する．そのため，人による使

用をデザインする必要はなく，技術のデザインのみで完結

している． 
 

4.4. ライン 2：オペレーションデータの収集 

上記の生産データはプレス回数の推移を表すものである．

それだけでは，目的の一つである品質のばらつき要因を検

討することは不可能である．そのため，第 1 期の序盤には，

誰がどの機械で何の作業（品番，段取／生産）をするのか

をデータ化することを意図して，現場に一台のタッチパネ

ルが導入された（Fig. 2 b）．画面に表示された情報を選択し

ていくことで上記のデータを親 PLC 上に記録する機能が

実装された．しかし，このタッチパネルは各プレス機から

数 m の距離があることもあり，担当者が入力を依頼した当

初は，十分にデータ入力がなされなかった．担当者は次の

ように振り返る． 

“（データを）入れなくても生産はできるので。それと運

用のこともはっきり決まってなかったので、5 月の時点

では。[…] 僕もそのデータで足りているか分からなかっ

たし、現場の人にもそういうあやふやな状態で「やって

ね」って強く言えなかった。” 

このように導入当初は，タッチパネルの使い方を簡単に

定めて入力を依頼したものの，それがルーチン化されるこ

となく，余力があるときに入力するものとして使用された．

つまり，使用のデザインが意図した変化を生まなかった． 
その後，第 1 期の終盤に差し掛かり，見える化システム

が出来上がったタイミングで，今度は経営者から現場のオ

ペレータにデータ入力を依頼することとなった．そこでは，

段取作業に従事せず生産のみに専念するオペレータに入力

Fig.2 デザインプロセスの全体像 
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を依頼することとした．対象者を絞った理由は，まずは生

産の様子だけでも見える化したい，また入力の手間が比較

的少ないというものであった．対象となったオペレータは

タッチパネルを使用するようになり，収集されるデータが

充実するようになった（Fig.2 c）． 
二つの使用のデザインに共通するのは，データがどのよ

うに使われるか，どの程度有用なのかが実感されていない

段階では，組織のルーチンを大きく変化させることなく，

スモールスタートすることが志向された点である．そのよ

うな制度的論理がはたらき，デザインに影響を与えたと見

ることができる．その後，見える化を通じてデータの有効

性が確証されてからも，タッチパネルに関しては上記のよ

うな限定的な運用が継続することとなる． 
第 2 期には，オペレータの負担を増やすことなく，オペ

レーションデータを充実させる方法が模索された．タッチ

パネルの使用をリデザインするのではなく，技術単独での

問題解決が目指されたのである．最終的に採用されたのは，

プレス機に標準装備されている安全ガードに近接センサを

付加し，その着脱をもとに段取開始・終了を自動検知・記

録する方法であった．安全ガードの着脱は既にルーチン化

していたため，オペレータの行動を変えることなくデータ

を充実させることができた（Fig.2 d）． 
さらに第 2 期終了後には，現場のオペレータ全員にタッ

チパネルでのデータ入力をしてもらうよう，使い方を改め

ることになった（Fig.2 e）．主な理由は，4.5 節で後述する

ように，品質向上の目的が十全に達せられたことで，段取

の改善という次の目的に進むことになったためである．加

えて，さまざまな取り組みを経て，IoT によるデータ駆動

の改善活動に確かな手応えを感じ，導入当初の「あやふや

な状態」を抜けられたからでもある． 
 
4.5. ライン 3：カメラの導入 

製造現場の天井に有線 LAN を敷設した際，名取製作所

内でカメラを導入することが検討された．カメラは監視の

シンボルであり現場から抵抗にあうことが懸念される．ど

のように導入を進めたかを，経営者は次のように振り返る．  

“（カメラについて、従業員への）伝え方もドライブレコ

ーダに絞りました。[…] みんなで見られるようにとか、

色々議論はあったんですが。ドライブレコーダして使う

っていうやり方だけちゃんと守っておけば、ハードルが

下がっていくんじゃないのと提案しました。結果大丈夫

でした。” 

経営者はカメラの使い方として，ドライブレコーダのア

ナロジーを利用し，従業員に提示した（Fig.2 f）．映像を常

時モニタリングするのではなく，不良品が発生したときや，

作業標準からの逸脱を目にしたりしたときに，後追いで確

認するために使用するということである．これにより，従

業員の抵抗なく導入することができた． 
 ドライブレコーダ的なカメラの使用方法は，経営者だけ

でなく生産管理者なども遵守し，現場のコミュニケーショ

ンが変化していった．何か問題点を指摘する際に，主観的

な認識や感情をもとにしていたのでは，話が噛み合わない

ことがある．しかし，映像という客観的な事実に基づいて

コミュニケーションをすると，互いの認識が合致し，指摘

されたことに納得できる．経営者は次のように振り返る．  

“事実はみんな認めざるをえない。自分がどう見えてい

るかと、自分がどうやったかは別なので。こうやって見

えていたのか、っていうのはだいぶ効きましたよ。” 

カメラ映像を媒介とした指摘する側とされる側のコミュ

ニケーションの変化は，指摘される側であったオペレータ

の作業ルーチンを変化させた（Fig.2 g）．それだけでなく，

次第に同社の新たな文化（制度的論理）として定着してい

った．その結果として，2018 年以降，顧客への納入不良は

段階的に低下し，顧客から表彰を受けるまでになった．そ

の間ミスの発生を抑止するような環境の改善もいくつか加

えたものの，生産作業の規範となる手順書は変更していな

い．経営者は，こうしたカメラ映像の使用をめぐる実践が，

より正確な改善へとつながり品質向上に大きく寄与したも

のと認識している． 
 
4.6. ライン 4：データの活用 

4.3 節および 4.4 節で説明した生産データやオペレーショ

ンデータは，タイムスタンプをもとに統合され，最終的に

はプロジェクト中に開発されたソフトウェア上で見える化

される．このソフトウェアの開発は第 1 期では A 社が中心

となり実施された．開発は以下のように進められた． 
まず行われたのはデータフローのデザインであった

（Fig.2 h）．PLC が提供できるデータ形式が明らかになった

段階で，それぞれのデータをどのように加工し，どこに保

管するかが決定された．次に，実際にデータの収集が可能

になったタイミングで見える化の仕様が議論さるようにな

った．ここでは，A 社から名取製作所に，見える化するこ

とで検証したい仮説は何かという投げかけがなされた．そ

れへの回答をもとに，どのようにデータを見ればよいかが

議論され，グラフの仕様が固まっていった（Fig.2 i）． 
メインの画面となるのが，プレス機の一日の稼働状況を

一望できるガントチャートである．Fig. 3 に示すように，緑

（稼働），黄（停止），赤（非常停止）の三色で各プレス機

（縦軸）の稼働履歴を見える化する．第 1 期終盤に，実際

に収集されたデータをガントチャートで見た経験を，経営

者は次のように振り返る． 

“ポイントは最初のガントチャートでしたね。こんなに

（プレス機が）止まってるの？と。現場に行くと動いて

いる、動いていないというのは何となく分かるんですけ

ど、ああやって見ると……。まずは現状把握ですよね。” 
（それは仮説になかったのでは？という質問に対して） 
“想像以上でした。ということは、それだけ止まってるん

だから、改善ももっとできるよねという問題意識になっ

た。” 

ここで初めて，データやその見える化が組織的意義を帯

びた存在として立ち現れ，経営者に実感されたと言える． 
 

 

の二つであった．一つ目は品質の向上である．同社の生産

ラインには一部ロボットが導入されているものの，大きな

割合を占めるのは，プレス機を用いた人手での加工である．

不良発生や生産性低下の原因究明において，生産のばらつ

き（人，機械，金型等）に起因するという仮説をもってい

たが，それを正確に検証する手段がなかった．同社はその

ような背景から IoT に関心をもった．二つ目は，従業員の

モチベーションの向上である．こうしたデジタル化やプロ

セス改善の取り組みは，仕事ぶりの監視につながったり，

マイナスの部分ばかりがクローズアップされたりと，従業

員の意欲や信頼を損ねることも多い．そのため，同社は，

各従業員の悪いところ（改善点）を探すだけでなく，いい

ところ探しを行い，適正に評価するために IoT を活用した

いという意図を持っていた． 
プロジェクト開始前は，デジタル技術の活用はほとんど

進んでいなかったが，これらの目的に沿う下地があった．

品質向上については，アナログの作業日報をもとにデータ

を作りトップダウンで改善活動を行ったり，ボトムアップ

で気づきを収集する改善提案を行ったりと，継続的な改善

が組織の制度的論理として根付いていた．また，そうした

改善活動は，単に生産性を上げるためだけでなく，従業員

を適正に評価し動機づけするという目的でも行われていた．

その意味で，本プロジェクトは，既に組織の論理として定

着したものを，IoT により客観的かつ正確なやり方に変え

ていくものであったと言える． 
 

4.3. ライン 1：生産データの収集 

同社の生産現場には，30 台前後のプレス機がある．複数

の異なる機種が混在しており，各プレス機を動かす PLC 
（Programable Logic Controller）も様々である．第 1 期の序

盤には，有線 LAN が敷設され，複数の PLC から生産デー

タを収集するために，タッチパネルのプログラミングが試

みられた．しかし，他所で実績があったにも関わらず，そ

の機能実装は難航した．そのタイミングで，あるメーカか

ら，機種の異なる PLC と通信しデータを集約できる機能を

もつ PLC が発売になった．それを導入し親 PLC とするこ

とで，上記の問題が解決し，データを収集することが可能

になった（Fig.2 a）．以後は安定的に稼働し，生産データの

収集が新たな実践として定着した．日常的な実践において

は，人が介在することなく PLC がエージェンシーをもち，

データを収集しサーバに蓄積する．そのため，人による使

用をデザインする必要はなく，技術のデザインのみで完結

している． 
 

4.4. ライン 2：オペレーションデータの収集 

上記の生産データはプレス回数の推移を表すものである．

それだけでは，目的の一つである品質のばらつき要因を検

討することは不可能である．そのため，第 1 期の序盤には，

誰がどの機械で何の作業（品番，段取／生産）をするのか

をデータ化することを意図して，現場に一台のタッチパネ

ルが導入された（Fig. 2 b）．画面に表示された情報を選択し

ていくことで上記のデータを親 PLC 上に記録する機能が

実装された．しかし，このタッチパネルは各プレス機から

数 m の距離があることもあり，担当者が入力を依頼した当

初は，十分にデータ入力がなされなかった．担当者は次の

ように振り返る． 

“（データを）入れなくても生産はできるので。それと運

用のこともはっきり決まってなかったので、5 月の時点

では。[…] 僕もそのデータで足りているか分からなかっ

たし、現場の人にもそういうあやふやな状態で「やって

ね」って強く言えなかった。” 

このように導入当初は，タッチパネルの使い方を簡単に

定めて入力を依頼したものの，それがルーチン化されるこ

となく，余力があるときに入力するものとして使用された．

つまり，使用のデザインが意図した変化を生まなかった． 
その後，第 1 期の終盤に差し掛かり，見える化システム

が出来上がったタイミングで，今度は経営者から現場のオ

ペレータにデータ入力を依頼することとなった．そこでは，

段取作業に従事せず生産のみに専念するオペレータに入力

Fig.2 デザインプロセスの全体像 
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Fig. 3 開発されたガントチャート 

 
いくつかの仮説をもとに，ガントチャート以外にも，生

産高や効率を表すグラフが開発された．第 1 期最終盤には

それらを使用して，現場での改善が施された（Fig.2 j）．例

えば，機械別生産効率（平均）のグラフから，あるプレス

機の生産効率が前週よりも低いことが判明した．原因を調

べると担当したオペレータの能力ではなく，機械の部品が

劣化していたことが明らかになった．それを補修すること

で効率が戻ることが確認できた． 
しかしながら，この時点で，見える化システムは，プロ

ジェクト関係者が主導する改善には活用されたものの，そ

れらは散発的でありデータに基づく改善が現場を巻き込む

組織的な活動になることはなかった．現場にもモニタを設

置し，見える化システムを誰でも確認できるようしたが，

現状把握に使用されるにとどまった（Fig.2 k）．第 1 期終了

時点での成果について，経営者と担当者はそれぞれ次のよ

うに振り返っている． 

“見えるようにはなったんですけど、見えるだけだと、ど

う使うのっていう。[…] 製造のことを（A 社に）我々も

ちゃんと伝えられなかったので。結果は見えるんですけ

ど……。” 

“（見える化システムが）できましたという報告を職場で

もしたんですけども、その後、皆と話をしていくなかで、

そのデータは本当に役に立つか、じゃあどんな風に使う

か、といったときに、ちょっと足らないなと気づけたの

が大きいと思いますね。” 

第 1 期で開発された見える化システムでは，一日の稼働

状況やある期間の平均値のような表面的な結果しか見えな

いために，なぜ，どのようにその結果に至ったのかを追跡

的に原因分析することができなかった．システムの仕様を

固める段階では，同社にとって IoT の意義がまだ朧気であ

り，何をどのように見たいのかが，うまく言語化できなか

ったことがその原因だと認識されている．支援者である A
社や研究者もまた，そのことを見抜いて仕様に反映させる

ことができなかった．さらに，システム開発に用いていた

プラットフォームには技術的な制約があり，望ましい見え

る化を追加実装することが難しいことが，第 1 期最終盤に

明らかになった．この経験が，第 2 期の方向性を決めるこ

とになる． 
第 2 期では，上記の問題意識から出発し，なぜその結果

が起きたかを分析できるような仕組みを開発することが主

なテーマとなった（Fig.2 l）．研究者らは，その仕組みを「デ

ータハンドリング」と呼び，それがプロジェクトの共通言

語となった．データハンドリングのコンセプトは，現状を

「見える化」するだけでなく，現場の人々が自ら必要な情

報を組み上げていき，自分や他のオペレータのいい点や悪

い点を「分かる化」できるように，データの取り回しや統

合の仕方を工夫することであった．ここで重要なことは，

システムの使用者として，プロジェクト関係者だけでなく，

現場の生産管理者やオペレータが明確に想定されるように

なったことである．この変化について，経営者と担当者は

それぞれ次のように振り返っている． 

“ボトムアップの改善提案のところに、今までは主観的

なものしかなかったんですけど、客観的に見れるデータ

から改善提案につなげられるといいのかなと思いまし

た。” 

“所詮、管理者側は作る人ではないので。品質もそうです

けど、やっているオペレータが作業しているし、作って

いるから、自分の頑張り度合いを評価してもらいたいと

思っているだろうなと。そう思いながらデータの整理に

取り組んだっていうイメージです。” 

データハンドリングの仕組みを開発するにあたっては，

どのような使い方が便利で有益かについて，実際のデータ

の再加工や分析を行いながら議論が繰り返された．結果と

して，第 2 期終了時には，データハンドリングシステムの

プロトタイプが構築されるに至った．実運用に向けてはま

だ改良が必要であり，本稿執筆時点でも議論が継続されて

いる．見える化から分かる化への進展について，経営者は

次のように振り返っている． 

“買ったソフトじゃここまでいかない。こういうもんだ

と。それを使うだけなので、そこから先にさらにどうし

たいというのも起きないと思います。” 

このことは，既成の製品やサービスに見える化を謳った

ものが多く存在するが，見えた後にその先を掘り下げよう

とした場合に先に進む助けがないことを示している．IoT
の導入が先の成果につながらない要因の一つを発見出来た

ことも成果と言えよう． 
 

5. 考  察 

5.1 IoT デザインのマクロな方策 

本章では，以上のようなデザインプロセスから得られた

学びを整理し，一般化することを試みる．本節では，マク

ロな方策，すなわちデザインの大きな指針や進め方に関す

る学びについて考察する． 

(1) 技術と使用のデザインを往復しエージェンシーをはた

らかせろ！ 
中小企業の特徴として資源の制約があげられる(2)．それ

ゆえ，IoT の“導入”は既存のツールを調達し使用してみる，

すなわち使用のデザインに特化するという方策が採られる

ことが多い．本プロジェクトの立場は，カメラ等の例外を

除き，基本的には企業とその支援者とがシステムを共同開
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発するというものであった．言い換えれば，導入企業にと

っては使用のデザインだけでなく，技術のデザインにもチ

ャネルが開いていた．前章最後の経営者の語りにあるよう

に，当事者として技術のデザインを主導したことは，次に

何をするかを考えて実行するというエージェンシーをはた

らかせ続けるために不可欠であった．そうでなければ，外

部の支援者や IoT システムばかりがエージェンシーを担い，

真の当事者が蚊帳の外になってしまう可能性もあった．そ

うなってしまうと，与えられたシステムを使うだけになり，

望ましいアウトカムに辿り着けない可能性が高まる． 
一方，上記の技術のデザインに関する示唆は，当然，使

用のデザインが不要であることを意味しない．これまでに

見てきたタッチパネルや見える化システムのデザインにお

いて，どう使うか，どう使ってもらうかという使用のデザ

インに関する問いは，プロジェクトが成熟するにつれて中

心化し，また技術のデザインによる問題解決の必要性に気

づく契機にもなった．以上から得られる学びは次のような

方策として表現できる． 
・ 技術のデザインへのチャネルを IoT の導入先である当

事者にも開いておくこと 
・ 技術と使用のデザインを往復し，エージェンシーをは

たらかせ続けること 
 

(2) 制度的論理を延伸せよ！だが社会視点を忘れるな！ 
デジタル化を推進し組織プロセスの変革を成し遂げるこ

とは，組織の制度的論理(14)を変えていくことに他ならない．

一方，本プロジェクトは，制度的論理の変化自体を目的と

するのではなく，むしろ現在の制度的論理と一貫性をもっ

た目的としてデザインプロセスが推進された．具体的には，

IoT 導入目的は組織に定着した改善文化の延長線上にあっ

たし，データ収集の段階ではなるべく厳格なルールを作ら

ずにスモールスタートすることが志向された．これらのア

プローチは外部から入ってくる新しい技術が受容されるた

めに有効であったと考えられる．こうして技術が受容され

た結果として，人と技術が協調したコミュニケーションの

実践（例えば，カメラの使用をめぐる実践）が生まれ，最

終的にはデジタル化の成熟と言ってもよい，新しい制度的

論理が形成されるに至った．このように制度的論理の変化

を直接の目的とせず，それまでの論理に沿った目的を設定

するアプローチは，IoT を導入するうえで有効であった． 
付言しておくべきは，上記のアプローチが機能したのは，

既にデジタル化と相性のよい論理があったからではないか，

という点である．確かに，本プロジェクトにおいて，継続

的改善という技術視点の論理と，モチベーション向上とい

う社会視点の論理がすでに根付いていたことは見逃せない．

特筆すべきは後者である．冒頭に述べたように，IoT のよ

うな技術的なトピックを議論する際に，社会視点の論理が

抜け落ちてしまうことは多い．本プロジェクトが従業員か

らの抵抗少なく進んだ要因の一つは，こうした社会視点の

論理が根付いていたこと，さらに目的の一つとして掲げら

れていたことにあると考える．  
加えて，このプロジェクトでは，その場でどのような論

理がはたらいているかを知らない外部の支援者がデザイン

プロセスに参画した．組織の論理が IoT の導入目的として

文章化されていたことで，支援者がその組織のあり方を（明

確にではないにせよ）理解できたことは，支援者が誤った

介入を行い，組織に全く馴染まないシステムがデザインさ

れてしまうことを防いだとも考えられるだろう． 
以上を一般化しつつ総括すると，デザインの方策として

は次の 3 つが考えられる． 
・ 組織の制度的論理に一貫した目的のもとでデザインを

試みること 
・ 従業員の満足やモチベーション等をどう考えるかとい

った社会視点の論理にも注目し，それを IoT 導入の目

的に組み入れること 
・ 外部の支援者がいる場合は，組織の制度的論理につい

て共通理解を醸成すること 
 

5.2 IoT デザインのミクロな方策 

本節では，ミクロな方策，すなわち IoT に関する個別の

技術や使用のデザインについての学びを考察する． 

(3) 複眼的な使用のデザインにより多重の便益をイメージ

せよ！ 
データを活用可能にし，現場の作業ルーチンを変化させ

るという意味で，本プロジェクトにおいてカメラと見える

化システムは類似した役割をもつ．一方で，現時点での定

着度合いには差がついた．その要因として，使用のデザイ

ンの差が考えられる．カメラの導入の場合は，ドライブレ

コーダのアナロジーによりその使用をデザインし，それが

受容され実践されたことで，コミュニケーションのスタイ

ルとして定着するに至った．ここでは異なる立場の使用者

（経営者，管理者，オペレータ）が，それぞれ自身にとっ

ての便益をイメージできたことが大きいと考えられる．言

い換えれば，使用のデザインが複眼的になされ，分かりや

すくアウトプットされたと言える．一方で，見える化シス

テムは，後になって，機能の不備やどう使うのかという問

いが生じたように，使用のデザインは不十分であった．カ

メラと違って，そのシステムが一度使用できるようになら

ない限り，よりよい使用をイメージすることが難しかった

ためである．一度使用した後は，システムの使用者として

現場のオペレータを考慮に入れるようになるなど，組織的

な実践に必要な機能の開発に着手することができるように

なった．以上から得られる学びは次のように表現できる． 
・ 使用のデザインでは，異なる立場の使用者にとっての

便益を考慮すること 

・ 使用のデザインは，その使用者が自身にとっての便益

がイメージしやすいようにアウトプットすること 
・ 上記が難しい場合は，早々に使用を経験できるプロト

タイプをつくること 
 
(4) ダブルループ的な問題解決を志向せよ！ 

IoT を構成するセンサ技術には多くの種類があり，AI に
よるデータ処理技術の普及も進んでいる．IoT システムの

特徴の一つは，新たなセンサやデータ処理を追加してシス

テムを拡張することが，安価かつ容易に実現できることで

ある．本研究で記述したデザインプロセスにおいては，い

くつかの躓きがあった．その解決にあたっては，現状の方

法に固執しつつデザインのループを回すのではなく，前提

から見直し，別のアプローチを選択することが有効であっ

た．例えば，タッチパネルの使用を現場に定着させられず，

 

 
Fig. 3 開発されたガントチャート 

 
いくつかの仮説をもとに，ガントチャート以外にも，生

産高や効率を表すグラフが開発された．第 1 期最終盤には

それらを使用して，現場での改善が施された（Fig.2 j）．例

えば，機械別生産効率（平均）のグラフから，あるプレス

機の生産効率が前週よりも低いことが判明した．原因を調

べると担当したオペレータの能力ではなく，機械の部品が

劣化していたことが明らかになった．それを補修すること

で効率が戻ることが確認できた． 
しかしながら，この時点で，見える化システムは，プロ

ジェクト関係者が主導する改善には活用されたものの，そ

れらは散発的でありデータに基づく改善が現場を巻き込む

組織的な活動になることはなかった．現場にもモニタを設

置し，見える化システムを誰でも確認できるようしたが，

現状把握に使用されるにとどまった（Fig.2 k）．第 1 期終了

時点での成果について，経営者と担当者はそれぞれ次のよ

うに振り返っている． 

“見えるようにはなったんですけど、見えるだけだと、ど

う使うのっていう。[…] 製造のことを（A 社に）我々も

ちゃんと伝えられなかったので。結果は見えるんですけ

ど……。” 

“（見える化システムが）できましたという報告を職場で

もしたんですけども、その後、皆と話をしていくなかで、

そのデータは本当に役に立つか、じゃあどんな風に使う

か、といったときに、ちょっと足らないなと気づけたの

が大きいと思いますね。” 

第 1 期で開発された見える化システムでは，一日の稼働

状況やある期間の平均値のような表面的な結果しか見えな

いために，なぜ，どのようにその結果に至ったのかを追跡

的に原因分析することができなかった．システムの仕様を

固める段階では，同社にとって IoT の意義がまだ朧気であ

り，何をどのように見たいのかが，うまく言語化できなか

ったことがその原因だと認識されている．支援者である A
社や研究者もまた，そのことを見抜いて仕様に反映させる

ことができなかった．さらに，システム開発に用いていた

プラットフォームには技術的な制約があり，望ましい見え

る化を追加実装することが難しいことが，第 1 期最終盤に

明らかになった．この経験が，第 2 期の方向性を決めるこ

とになる． 
第 2 期では，上記の問題意識から出発し，なぜその結果

が起きたかを分析できるような仕組みを開発することが主

なテーマとなった（Fig.2 l）．研究者らは，その仕組みを「デ

ータハンドリング」と呼び，それがプロジェクトの共通言

語となった．データハンドリングのコンセプトは，現状を

「見える化」するだけでなく，現場の人々が自ら必要な情

報を組み上げていき，自分や他のオペレータのいい点や悪

い点を「分かる化」できるように，データの取り回しや統

合の仕方を工夫することであった．ここで重要なことは，

システムの使用者として，プロジェクト関係者だけでなく，

現場の生産管理者やオペレータが明確に想定されるように

なったことである．この変化について，経営者と担当者は

それぞれ次のように振り返っている． 

“ボトムアップの改善提案のところに、今までは主観的

なものしかなかったんですけど、客観的に見れるデータ

から改善提案につなげられるといいのかなと思いまし

た。” 

“所詮、管理者側は作る人ではないので。品質もそうです

けど、やっているオペレータが作業しているし、作って

いるから、自分の頑張り度合いを評価してもらいたいと

思っているだろうなと。そう思いながらデータの整理に

取り組んだっていうイメージです。” 

データハンドリングの仕組みを開発するにあたっては，

どのような使い方が便利で有益かについて，実際のデータ

の再加工や分析を行いながら議論が繰り返された．結果と

して，第 2 期終了時には，データハンドリングシステムの

プロトタイプが構築されるに至った．実運用に向けてはま

だ改良が必要であり，本稿執筆時点でも議論が継続されて

いる．見える化から分かる化への進展について，経営者は

次のように振り返っている． 

“買ったソフトじゃここまでいかない。こういうもんだ

と。それを使うだけなので、そこから先にさらにどうし

たいというのも起きないと思います。” 

このことは，既成の製品やサービスに見える化を謳った

ものが多く存在するが，見えた後にその先を掘り下げよう

とした場合に先に進む助けがないことを示している．IoT
の導入が先の成果につながらない要因の一つを発見出来た

ことも成果と言えよう． 
 

5. 考  察 

5.1 IoT デザインのマクロな方策 

本章では，以上のようなデザインプロセスから得られた

学びを整理し，一般化することを試みる．本節では，マク

ロな方策，すなわちデザインの大きな指針や進め方に関す

る学びについて考察する． 

(1) 技術と使用のデザインを往復しエージェンシーをはた

らかせろ！ 
中小企業の特徴として資源の制約があげられる(2)．それ

ゆえ，IoT の“導入”は既存のツールを調達し使用してみる，

すなわち使用のデザインに特化するという方策が採られる

ことが多い．本プロジェクトの立場は，カメラ等の例外を

除き，基本的には企業とその支援者とがシステムを共同開
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オペレーションデータ収集に問題が生じた際，その解決策

として，使用のデザインの範囲で試行を続けるのではなく，

安全ガードの着脱検知によるデータ補完という技術のデザ

インによる解決が選択された．このようにデザインの対象

を切り替えることで，シングルループから抜け出し新たな

方法を試行するダブルループ(20)的な問題解決は，IoT シス

テムの拡張性と相まって有効に働いた．以上より，次のよ

うな方策が得られた． 
・ 使用のデザインにおいて行き詰まったら，IoT の拡張

性を活かし，技術のデザインでの解決を模索すること 
 

6. おわりに 

本研究の目的は，組織プロセスの変革のために IoT を活

用する際に，どのようなデザインが必要であるかを明らか

にすることである．この目的に対して，本稿では，金属加

工を生業とする中小製造業において IoT 導入のアクション

デザイン・リサーチを実行した．その過程をソシオテクニ

カルなデザインプロセスと捉えて記述し，そこから得られ

た学びについて考察することで，中小企業における IoT デ

ザインの方法について，大きく四つの示唆を得た． 
本研究で採用したソシオテクニカル／ソシオマテリアル

な観点は，プロジェクトで実施されたさまざまなデザイン

行為やそれによる変化を解きほぐし，言語化するうえで有

効であった．特に使用のデザインを中心とした示唆を得ら

れたことは，本研究の分析枠組みによる成果であり，また

多くの中小企業の IoT 導入に貢献できる成果だと考える．

今後の課題は，得られた示唆を理論的に定位することであ

り，そのためにはさらなる文献調査が必要である． 
また本研究の限界は，アクションデザイン・リサーチと

いう研究方法に起因する．「一度きりの旅」(15)とも表現され

るように，本研究を通じて得られた示唆は，対象プロジェ

クトの文脈に特殊化されたものである可能性を現段階では

否定できない．それを乗り越えるためには，ここで得られ

た示唆を異なる文脈において実践し，その有用性やその範

囲を検証することが考えられる．本稿の貢献の一つは，そ

のための材料を豊かな文脈のもと提供したという点にある． 
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